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 河第'125号
 昭和52年7月26日
 '
 上一北摂整備局土木部長
 谷土木事務所長殿
 「姫路港管理事務所長
 土木部長
 市町に対する気象注意報・警報尋の伝達について
 標記についで・かねて市町から県地域防災計画による系統と、水防計画による系統を、1本化す
 るよう要望があり、-各市町の意見を照会した結果、正本化にする希望が多かったので、各市町の意
 見を調整し、水解計爾による系統を廃止するとととしました。よって、別添のとおり、生活部長か
 ら各市町に通知を・したのでおしらせします。
 なお・・各市町の水防関係担当課にも・この旨を周知させ・実施については、下記のと蹲り遺憾の
 なやようにして下さい。
 記
 (1}水防系統の通報は・扇、洪水、高潮に関するものであるが、地域防災計画では、すべての気象
 情報を通報する義務があるので、・水防系統による通報を廃止する。
 (勢土木事務所等から市町への通報をとりやめる。よって.県水防計画第6章第1節の気象状況通
 '
 知の水防管理者(市町長)への通知の項は、一当分の臥この通達瞳よみものとする。
 (3).気象注舜報、警報等の土木事務餌等への通報揖従来2おりとする乙
 .(4)水防指令・水防警報等のとりあつかいは、従来どおりとし、連絡をう呼た土木事務所等は、関
 係市町へ通報する。
 ノ
 (5}灘の途纏によ勢諮防防災課からの繍力統能になつ焼きには詠防維を利用するこ
 'ともあり得るので申添える。
 (6}・布町への連諮を廃止したときには、現在実雄している略号による通報も廃止す為こともあり得
 る。
 !
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 1
 消第394号
 昭和52年γ月.25日
 殿
 長者
 鯉
 町辮
 市騨
 各舗
 兵庫県生活'部長
 気象に関する注意報・警報等の伝達について
 (津波に関するも.のを除く).
 県地域防災計画および水防計画による気象注意報・警報等の伝達にら恥ては、かねてからその伝
 達ルートを1本化するよう要望があり、県において各市町の意見を照会する等、検討を行って来た
 ところでありますが、今後下記のとおり実施したいので関係者に周知されるようお願堕します。
 己
 昔ロ.
 1各市町における受信担当部課等を別表のとおりとし・市町の関係部課等に対する必要な通報は丸
 受信都担当部課が行う等、夫々の実情に応じて実施されるよう計画されたい。
 2注意報等の発表機関(県北部は豊岡渾候所・県南部は柚戸海洋気象台)かち上記1に至る伝達、
 ルートは、県地域防災計画の伝達系統図による。
 3水防法第10条の2に定められた水防管理者(市町長)に対する通報は今後上記1および2によっ
 て行うこととし、従来県土木事務所等を通じて行っていた通報は、取り止める。
 き
 4実施期日一昭和52年8月ユ6日から実施
 15留意されたい事項
 (η今回の措置は、気象に関する注意報等の伝達に限るものであり、水防指令等、気象以外の事
 項についてば従来から定められた伝達ルートによる。
 (2}気象注意報等の伝達は、災害対策基本法・水防法・気象業務法に定められた業務であり市町
 における関係部課等も多岐にわたることと思われるので・受信担当部課等から関係部課等に対・
 する通報洩れがないよう充分に配慮されたい。
 (3),気象警報は、気象業驚法によって電々公社からも通報されるが、市町における受信担当課に
 ついては、伝達が適正に行われるよう市町の防災謙画等で検討されたい。
 ※平成15年4月1日から県北部・`南部とも神戸海洋気象台が注意報等の発表機関となつでいます。
 なお、豊岡測候所は、平成19年10月1日に廃止となりました。
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 河・第40号
 平成2年5丹1日1
 各土木事務所長
 殿.
 関係各課長
 土木部長
 ・水防非常配備に対する準備態勢としての
 連絡員待機について(通知)
 ご近年・・局地的、突発的な集中豪雨が各地で多発する状況に鑑みζ水防非常配備態勢の迅速な展開
 ごン
 ドじ
 を隠るため、本年度よりその準備態勢として連絡員待機を行うこととしたいので、下記に留意の上.
 実施にあたって遺漏のないよう取図られたい。
 己
 一一一一口
 L連絡員待機は～神戸海洋気象台または豊岡測候所から水防に関する注意報が秀表されるおそれ
 辱がある時、または発表された時等、水防本部が必要と認めた時に水防本部長が各事務所長に発令
 する。
 ただし、事務斯長の判断によ以,連絡員待機を行う場合はその限りでない。
 2.連絡員待機に要する人員は数名をもってこれにあたることとレ、雨量、水位または潮位に関す
 る情報の収集及び連絡を主に行う。
 3.連絡員待機は雨章等の情報連絡を養うとともに水防非常配備態勢に直ちに移行できる連絡態勢
 ・でなければな一らなiい。
 ※平成15年4月1日から県北部・南部とも神戸海洋気象台が注意報等の発表機関となっています。
 なお、豊岡測候所は、平成19年10月1日に廃止となりました。
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 津波における水防非常配備態勢に関する協定書
 津波の特殊性に鑑み・準準課長く以下r甲」とレ～う・己)と河m課長(以下.「乙」という。ンとは・
 津波における水防非常配備態勢について、次のとおり協定を締結する。
 (目的)
 第1条この協定は、津波の来襲が予想されると認められる場合におセきて、適切な水防活動態勢の
 確立・的確な情報伝達を図ることを目的とする。一
 (水防指令)
 第2条津波に係る水防指令の発令は、前条の目的を達成するため、当分の問・次により行うもの
 とする。一『.一
 (1)津波注意報が発表された場合、水防本部は、水防指令第1号を発令する。
 (2)津波警報(ツナミ)が発表された場合、水防本部は㌃水防指令第2号を発令する。・
 (3)津波警報(オオツナミ)が発表された場合、水防本部は、水防指令第3号を発令するロ
 2水防配備態勢の規模を縮小及び解除する場合は、甲、乙協議の上、決定する。
 (潮位の報告等)
 第3条臓脇卿位やラインシステム・事嚇からの報欝はり樋の状況を把射る
 ζとに努め、適宜、乙にその抹況を報告する6
 2津波に係る問合せ等の対応については、甲、乙協力して対応する。
 (雑則)
 第4条・・この協定に疑義を生じたと、き・又は・この協定に定めのない事項については、甲・乙協議
 の上、定めるものとする。
 附則
 こ.の協定は、平成8年4月'1日から施行する。
 この協定の成立を証するため、本書2通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自1通を保有する。
 平成8年4月1日
 甲港湾課長長谷川浩三
 乙河川課長熊谷清
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付図３　洪水予報河川の位置図
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